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投票率向上のための主権者教育教材「２０２１東京都議会政党の 

専修学校各種学校政策」の送付について 

 
 日頃より公益社団法人東京都専修学校各種学校協会にご理解とご協力をいただき、感謝
申し上げます。 
 平成２８年度の参院選から選挙権年齢が「１８歳以上」に引き下げられました。しかし、
若者の投票率は低く、残念ながら改善されておりません。そこで、当協会では主権者教育の
一環として、私たちにとって身近な本年７月４日（日）に行われる都議会議員選挙を教材と
し、学生の投票率向上を目指そうと考えました。 

そのため、都議会の議案提案権（議員定数の１２分の１以上）を有する、「都民ファース
トの会 東京都議団」、「都議会公明党」、「東京都議会自由民主党」、「日本共産党東京都議会
議員団」の４会派に、別紙のような調査票をお渡しし、ご記入をお願いしました。 

５月１０日現在、「都民ファーストの会 東京都議団」、「都議会公明党」、「日本共産党東
京都議会議員団」の３会派からご回答をいただきました。お忙しい中、本当にありがとうご
ざいました。「東京都議会自由民主党」からは、現在調整中でありでき次第、ご回答いただ
けるとのご連絡をいただいております。 

 
ついては、まずこの 3 会派からの資料を全会員校に配布させていただきます。各学校で

は、今後の主権者教育の中での教材として使用し、学生の投票率向上のための一助として活
用していただくよう、お願いいたします。 

 
【活用例】 
① 受講生徒に、３会派分すべての資料のコピーを配布し、主権者教育を行う。 
② その際、都議会には、様々な考え方の会派があり、それぞれの立場で都民の生活向上 

を目指して活動していることを教育する。評価、批評はしない。 
  
 【ご注意】  
① ６月２５日（金）が都議会議員選挙の告示日となり、いわゆる「選挙運動」が開始さ

れます。これ以後のこの教材を使用しての「主権者教育」はおやめください。 
 ②  ①と同様に、６月２５日以降、教室内、学校内等の掲示はおやめください。 
 ③ 主権者教育の実践に当たっては、くれぐれも、特定の会派、特定の候補者への支持あ

るいは批評等にならないように、ご留意ください。 
 

＊問い合わせ先は裏面へ。 
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